





















































































































































































































































	Ⅳ. 調査団員の供給能力
	1. 組織形体別・専門分野別の供給能力
	1-1. 登録制度と登録コンサルタントの持つ調査団員供給能力
	1-1-1. 民間企業
	1-1-2. 公益法人

	1-2. 登録制度外の民間組織
	1-2-1. アンケート資料に基づく検討
	1-2-2. その他の資料に基づく検討


	2. 調査団員派遣実績
	2-1. 調査団員派遣実績
	2-2. 所属組織形態別派遣実績
	2-2-1. 中央官庁
	2-2-2. 地方公共団体
	2-2-3. 特殊法人
	2-2-4. 公益法人
	2-2-5. 民間企業
	2-2-6. 大学・病院


	3. 調査団員の派遣実績と供給能力の格差
	3-1. 中央官庁
	3-2. 地方公共団体
	3-3. 特殊法人
	3-4. 公益法人
	3-5. 民間企業
	3-6. 病院・大学


	Ⅴ. 専門家供給に関する制約要因
	1. 組織形態別の制約要因
	1-1. 中央官庁
	1-2. 地方公共団体
	1-3. 特殊法人
	1-4. 公益法人
	1-5. 民間企業
	1-6. 共通の制約要因

	2. 制約要因のまとめ

	Ⅵ. 専門家の適性
	1. 一般的専門家適性
	1-1. 知的能力
	1-2. 適性能力
	1-3. 周辺適性

	2. 専門家の属性と適性

	Ⅶ. 要約と結論
	付表
	付表リスト
	Ⅲ-1 技術士の年齢別割合
	Ⅲ-2 技術士の部門別、先進国・開発途上国別海外業務経験
	Ⅲ-3 資格別航空従事者試験合格者数(昭和56年3月・8月)
	Ⅲ-4 公害防止管理者合格者数および資格認定講習修了者数
	Ⅲ-5 専門分野・技能士職種対応表
	Ⅲ-6 中央官庁定員数
	Ⅲ-7 省庁別在職者数-給与法職員-
	Ⅲ-8 農林水産省における専門家賦存状況
	Ⅲ-9 建設省における専門家賦存状況
	Ⅲ-10 通商産業省における専攻分野別技官数
	Ⅲ-11 国立自然科学系試験研究機関
	Ⅲ-12 都道府県職員数(昭和56年5月1日現在・職員ベース)
	Ⅲ-13 都道府県立試験研究機関職員数
	Ⅲ-14 専門分野一学部・学科対応表
	Ⅲ-15 学部グループ分類
	(1)大学
	(2)短期大学

	Ⅲ-16 大学学部別教員数(本務者)
	Ⅲ-17 短期大学学科別教員数(本務者)
	Ⅲ-18 国立大学附属研究所
	Ⅲ-19 私立大学附属研究所
	Ⅲ-20 組織別帰国専門家数(昭和49年8月1日～56年3月末日)
	Ⅳ-1 組織別調査団員派遣実践(昭和54,55年度)

	裏表紙

